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緒　言
　本稿の基本的な問いは，「企業が先進性や革新性の高いデザイン2）を創出
するとともに，全社の製品に統一されたデザイン3）を創出するための組織
的要件とは何か」ということである．
　一般に，製品が成熟する段階まで製品ライフサイクルが進行すると，製品
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　市場成熟した状況では，機能，品質，価格等による製品の差別化には
限界があるため，先進的・革新的なデザインを創出することで有意味な
差別化を図るとともに，統一されたデザインによって企業ブランドを構
築する重要性が指摘されてきている．しかしながら，デザインに関わる
既存の経営学研究では，そのようなデザインはいかなる組織的仕組みや
マネジメントのもとで生み出されるのか，という問いに十分に答えるこ
とができていない．本稿では，全社戦略とデザイン戦略の関係，組織構
造，製品開発プロセスに対するデザイン部門の関与の仕方，という 3つ
の要因に着目しながら，デザインに関わる組織変革を行った日本の総合
家電メーカーの事例分析を行い，先進性・革新性の高いデザインと統一
されたデザインを効果的に創出するための組織的要件を明らかにした．
要　旨
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技術と生産技術の両方のイノベーションの発生率が低下して漸進的になり，
製品は機能的に同質化していく（Abernathy,１978;AbernathyandUtter-
back,１978;Utterback,１99４）．このように，市場や製品が成熟した状況では，
十分な機能，一貫した品質，低価格等の要素によって，企業が根本的な差別
化を図ることは困難になり，それらを超えた差別的要素が必要となる．
　このような状況を受けて，近年，デザインによって製品の差別化を図り，
競争優位を生み出す重要性や有用性が指摘され始めている（BorjadeMozo-
ta,2００3;Utterbacketal.,2００6）．既存のデザインに関わる経営学研究では，
デザインを重要な経営資源ととらえた製品開発や事業を展開することが，企
業の競争優位や好業績に結びつくことが実証されてきた（WalshandRoy,
１98５;BlackandBaker,１988;Walsh,RoyandBruce,１988;Hart,Service
andBaker,１989;Walsh,１996;GemserandLeenders, 2００１;Hertenstein,
PlattandBrown,2００１;BorjadeMozota,2００3;Hertenstein,PlattandVery-
zer,2００５;Chiva-GomezandAlegre,2００9）．
　特に，先進性や革新性の高いデザインは，製品の売上や企業の業績にポジ
ティブな影響を与えることが指摘されている（YamamotoandLambert,
１99４;GemserandLeenders,2００１;Talkeetal.,2００9）．つまり，企業にとっ
ては，より先進性・革新性の高いデザインを創出することで，有意味な製品
の差別化を図る重要性が高まってきているといえよう．
　また，市場に数多くの製品が溢れて製品ライフサイクルが短縮化していく
状況において，製品が市場で埋没しないための １つの方策として，企業ブラ
ンドの構築が求められるようになってきている（嶋口・石井，１989）．そし
て，この企業ブランドの構築において，デザインが重要な役割を果たす
（BorjadeMozota,2００3;森永，2０１０）．なぜなら，デザインは単に製品の色
や形を整えるだけでなく，企業のビジョンや戦略，製品の機能・意味などを
形態に具現化したもの（BorjadeMozota,2００3）だからである．そして，デ
ザインを通じて企業ブランドの構築を効果的に行うためには，他社とは異な
る先進的・革新的なデザインを創出すると同時に，すべての自社製品のデザ
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インに統一性を創り出す必要がある．なぜなら，製品によってバラバラのデ
ザインでは，消費者はその企業のアイデンティティを認識したり，信頼感を
抱いたりすることができないからである（森永，2０１０）．つまり，デザイン
によって企業の製品全体に統一された「らしさ」やイメージを創り出し，そ
れをユーザーに訴求することで，企業ブランドを構築することが求められて
いる．
　それでは，以上のようなデザイン開発を効果的に実行するために，企業は
いかなる組織をつくり，マネジメントを行えばよいのであろうか．既存の経
営学研究では，このような重要な問いに対して十分に答えているとはいいが
たい．そこで本研究では，先進性・革新性の高いデザインや統一されたデザ
インを創出することを目指して，デザインに関わる組織構造や開発プロセス
をつくりあげてきた日本の総合家電メーカーの事例を検討し，そのようなデ
ザインの創出を可能にする組織構造や開発プロセスにおける重要な要件を明
らかにする．
1 　既存研究の検討
　既存のデザイン・マネジメント研究４）では，「デザインは企業経営にとっ
て重要である」という前提にもとづいて，「優れたデザインをより効果的に
創出するにはどのようなマネジメントを行えばよいか」という問いを明らか
にする研究が行われてきた．
１．１　経営戦略におけるデザインの位置づけ
　既存研究では，企業経営にとってデザインが重要であることを踏まえ，全
社的な経営戦略との関係においてデザイン活動を検討する必要性が指摘され
てきた．例えば，DumasandMintzberg（１989）は，優れたデザインを組
織として生み出すためには，デザインを経営戦略の一部とするとともに，そ
れに併せて全社的なデザイン・ポリシーやデザイン・プログラムを設置・実
行することが必要であるとしている．また，BorjadeMozota（１998）は，
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Porter（１98５）の「価値連鎖」の枠組みを用い，デザインを経営戦略の一環
として取り入れ，企業内の価値連鎖の各要素に一貫して組み込むことが高い
デザインのパフォーマンスに結びつくとしている．Joziasse（2０００）は，デ
ザイン開発は全社戦略のもとで実行されるとともに，企業のあらゆる階層の
戦略と関わりをもつべきであるとし，デザイン部門を戦略的なポジションに
配置するべきだと指摘している．
　デザインの本質的な機能に，製品コンセプトや企業の経営理念などを具現
化する機能がある（BorjadeMozota,2００3）ことを考慮すると，全社的な観
点からデザイン戦略を実行していくことは，デザインの先進性・革新性や統
一性を図っていくうえで重要な意味があると言えよう．
１．2　デザイン開発における部門間調整のマネジメント
　以上のような，経営戦略におけるデザインの重要性を踏まえ，デザインを
単なる形（スタイル）や色（カラー）を整えるだけでなく，製品の企画やコ
ンセプトの創出も含めた活動として，デザインの機能や領域を広くとらえる
重要性が指摘されている（WalshandRoy,１98５;RoyandRiedel,１997）．デ
ザインの機能や領域を広くとらえた場合，製品開発プロセスにおいてデザイ
ン部門が関わる範囲は，川上から川下までの幅広い範囲に及ぶこととなる
（VeryzerandBorjadeMozota,2００５）． 一 方，Womack,JonesandRoos
（１99０）や ClarkandFujimoto（１99１）のように，製品開発プロセスを知識
や情報を移転・統合するプロセスととらえると，川上から川下にかけてさま
ざまな部門と関わるデザイン部門では，他部門との調整において処理する知
識・情報の量が増大するものと考えられる．
　このような観点から，既存研究では，デザイン部門と他部門（研究開発，
製造・生産，マーケティング，販売等）との部門間調整やコミュニケーショ
ンに着目した研究が行われてきた（KotlerandRath,１98４;GorbandDu-
mas,１987;Walsh,RoyandBruce,１988;RoyandPotter,１993;Dicksonet
al.,１99５;Bailetti,CallahanandMcCluskey,１998;Olson,SlaterandCooper,
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2０００;GregoryandSohal,2００2;Chiva-Gomez,2００４;BruceandDaly,2００7）．
　例えば，Walsh,RoyandBruce（１988）は，デザイン開発プロセスにお
ける異なるステージ間同士のオーバーラップの程度や，デザイン部門と他部
門とのコミュニケーションの緊密さの程度が重要になると指摘している．ま
た，Bailetti,CallahanandMcCluskey（１998）は，相互依存性のある部門間
での相互調整のあり方が，デザイン開発の効率性やパフォーマンスに影響す
ると指摘している５）．そして，Chiva-Gomez（2００４）は，デザイン部門のメ
ンバーと他部門のメンバーとの相互関係を強化する重要性を指摘し，デザイ
ンに関わる組織設計において，企業の目的・優先順位・デザイン戦略などに
関わる知識や情報をデザイナーに効率的に伝達する仕組みや，効果的なコ
ミュニケーション・対話・参加を促すプロセスを生み出すことが必要だとし
ている．
　Dicksonetal.（2００５），Dumas（１99５），GregoryandSohal（2００2）も，
デザイン開発に関わる部門横断組織の重要性に着目し，組織として優れたデ
ザインを創出するためには，デザインに関わる職能横断的な集団がそれぞれ
の知識を交織させる複雑な過程を経る必要があり，それを効果的にマネジメ
ントする仕組みが必要だとしている．また，デザイン開発に関わる組織成員
相互の知識交織だけでなく，ユーザーのニーズ・行動・認知・審美的感情・
感性などに対する共通理解の形成（LojaconoandZaccai,2００４）や，デザイ
ナー同士で各々のデザインに対する認知を相互に一致させる重要性（Nor-
man,１988）なども指摘されてきた．
　これらの研究からは，製品開発プロセスにおいて職能横断的で相互依存性
のある部門間や開発ステージ間での相互調整のあり方が，知識の交織，情報
の移転・共有，認知の一致・共有に影響を及ぼし，そのような要因が最終的
なデザインの成果を左右するということがうかがえる．
１．3　製品開発プロセスに対するデザイン部門の関与の仕方
　このようなデザイン部門と他部門の関係に関する議論の中でも，特に，製
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品開発プロセスに対するデザイン部門の関与の仕方に着目した研究もある．
これらの研究では，製品開発プロセスにデザイン部門やどのように関与させ
れば，デザインの成果を高めることができるのかが議論されてきた．
　例えば，BailettiandGuild（１99１）は，革新的なデザインを生み出すため
には，製品開発プロセスにおいて製品の企画やコンセプト設定を行う川上か
らデザイン部門を関与させることが重要だと主張している．また，Walsh
andRoy（１98５）は，高い業績を達成している企業に対する調査・分析を通
じて，そのような企業では製品開発プロセスの早期の段階からデザイン部門
がマーケティング部門や製造・生産部門などと連携していることを示してい
る．そして，このような企業では，デザイン部門が製品開発に関わるあらゆ
る要素を考慮するポジションにあり，「ゲートキーパー（Allen,１977）」とし
て機能していることを指摘している．さらに，Lorenz（１99０）は，優れた
デザインを通して高いパフォーマンスを達成している企業では，デザイナー
が非公式に製品プランナーやプロジェクト・リーダーを務めていたことを示
すとともに，製品開発活動を通じた部門間の相互作用におけるデザイン部門
の役割を「触媒」ととらえ，組織としてそのような役割や機能を与えるべき
だと主張している．
　これらの議論に共通するのは，優れたデザインを創出するためには，製品
開発プロセスの早い段階からデザイン部門を関与させ，製品開発プロセスを
統合する主体として機能させることで，部門間の連携や相互調整が上手く図
られるということである．そして，それによって，優れたデザインの創出や
効率的な製品開発活動を実現することが可能になることが示唆されている．
また，製品開発活動におけるデザイナーを，単なる技術者や意匠設計者とは
とらえておらず，組織内外を流れる知識・情報の受け渡しを行う「ゲート
キーパー」，技術部門，営業・マーケティング部門，デザイン部門の間の相
互作用を仲介する「触媒者」，製品開発プロセス全体に関与し，最終的なデ
ザインの成果に向けてさまざまな知識や情報を集約していく「統合者」とし
てとらえている点に特徴がある．
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　これらの研究からは，企業が先進性・革新性の高いデザインを創出したり
統一されたデザインを創出するためには，製品開発活動におけるデザイン部
門の主体的かつ一貫した関与が重要であることがうかがえる．
　一方，製品開発プロセスに対するデザイン部門の早期からの一貫した関与
は，先進性・革新性の高いデザインを創出するうえで重要ではあるが，それ
自体では十分な条件とはならないという指摘もある（菅野・柴田，2０１2）．
なぜなら，たとえデザイン部門が早期から一貫して関与したとしても，部門
間のパワー関係や意思決定の仕組みなど，他の組織的な要因によって，デザ
イン部門にとって不本意な変更が生じ，結果として先進性・革新性が阻害さ
れるリスクがあるためである．そのため，デザイン部門の主体性を担保する
何らかの組織的な仕組みを用意したり，戦略，組織構造，制度など，複合的
な要因を考慮した組織マネジメントの必要性（DumasandMintzberg,
１989）が示唆される．
１．４　デザイン開発に関わる組織構造の設計
　以上のような部門間調整やデザイン部門の活用をより有効に実行するため
の組織構造の設計に関する研究もある．
　Oakley（１98４,１986）は，デザイン開発に関わる組織構造の決定は，デザ
イン部門と他部門の関係をどうするかの決定であり，極めて重要であるとし
ている．そのうえで，デザイン部門を製造部門やマーケティング部門の中の
一部門として設置する組織構造では，経営トップの意思決定からデザインが
隔離され，デザインを十分に活用することができなくなると指摘している．
そして，デザイン部門を独立させて経営トップとの直接の関係をつくり出す
ことで，デザインのパフォーマンスが向上するとしている．
　BlaichandBlaich（１992）は，デザイン部門と事業部門の関係についての
事例研究を行い，デザイン部門が事業部門に統合された組織構造では，デザ
インが製造やマーケティングに奉仕する立場となり，デザインの活用がスタ
イリング等に限定されるリスクがあるとしている．また，そのような組織構
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造では，本社のデザイン統括組織と各事業部内のデザイン部門のコミュニ
ケーションが分断される傾向にあるため，企業全体としてデザインの統一性
を図ることが難しくなり，結果として企業の業績にネガティブな影響を及ぼ
すとしている．そのため，デザインに関わる資源，能力，知識，情報等は，
本社のデザイン統括組織に集約されるべきであるとしている．
　森永（2００５a）は，日本の自動車メーカーを対象とした調査を通じて，製
品開発における，①プロジェクト・リーダーへの集権化の程度，②プロジェ
クト管理の簡素化の程度，③デザイン部門の問題解決能力，④デザイナーと
経営首脳との距離，⑤デザイン部長の権限の強さ，という ５つの組織的要因
が，デザインの個性やアイデンティティの程度にどのような影響を及ぼすの
かを議論している．そして，事業部制のような統合度合いの高い組織では，
技術系の部門が強くなり，デザイン部門の能力が特定の範囲内に制限される
場合があるため，デザイン部門の分権化を推し進めることで，デザイン部門
の権限強化を図り，技術部門等からの過度の影響を受けにくい環境を作るこ
とや，全社的なデザイン戦略をデザイン部門主導で実行しやすくなることが
論じられている．そのうえで，分権化によって情報処理や調整のコストが増
大するため，そのようなコストを削減・吸収するための組織的仕組みを用意
することが必要であるとしている（森永，2００５a;2０１０）．
2 　分析枠組み
　以上でみてきたように，既存研究では，主に，デザインに関わる戦略，デ
ザイン部門と他部門の部門間調整，製品開発プロセスへのデザイン部門の関
与の仕方，組織構造などが議論されてきた．
　既存研究からうかがうことができるのは，デザインに関わる組織成員間で
のコミュニケーションのパターンが，デザインの成果に影響を及ぼすという
ことである．なぜなら，デザイン活動自体が，知識を生み出し，それを実態
に具現化するプロセスであるという特性を有しており，その知識の創出や統
合は，製品開発プロセスに関与する各組織成員同士のコミュニケーションを
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通じて達成されるからである（Utterbacketal.,2００6）．そして，集団レベ
ルで新たな知識を創造するためには，組織成員間で相互に知識の移転や共有
を行うことが必要（NonakaandTakeuchi,１99５）となり，知識の交織，情
報の移転・共有に関わる組織成員のコミュニケーションのあり方が，デザイ
ンの先進性や革新性に重要な影響を及ぼすことが考えられる．また，組織成
員相互のデザインに対する認知や価値観の共有度合いが，デザインの統一性
に影響を及ぼすことが考えられる．このような，組織成員のコミュニケー
ションのパターンには，デザイン部門と他部門の成員の間でのコミュニケー
ションと，デザイン部門内の成員（デザイナー）の間でのコミュニケーショ
ンの 2つのパターンが想定される．つまり，デザイン部門と他部門の間での
部門間調整のあり方と，デザイン部門におけるデザイナー同士の部門内調整
のあり方が，デザインの先進性・革新性や統一性をどのように規定するのか
を検討する必要があると考えられる．
　また，既存研究からは，以上のようなデザインに関わる組織成員のコミュ
ニケーションは，さまざまな組織的要因によって規定されることがうかがえ
る．本稿では，主に，全社戦略とデザイン戦略の関係，デザインに関わる組
織構造，製品開発プロセスに対するデザイン部門の関与の仕方，という 3つ
の要因に着目して分析を進めていく．
　DumasandMintzberg（１989），BorjadeMozota（１998），Joziasse（2０００）
が指摘するように，優れたデザインを創出するためには，デザイン戦略が全
社的な経営戦略の中に明確に位置づけられることが重要である．全社的に明
確なデザイン戦略が策定されることで，デザイン部門に対する他部門からの
理解や協力を得やすくなるためである（森永，2００５a）．また，全社戦略にお
けるデザイン戦略の位置づけに関わる問題は，企業としてデザインの機能・
領域をどのように定義するかという問題とも関わってくる．そのため本稿で
は，全社的な経営戦略におけるデザイン戦略の位置づけやデザインの機能・
領域のとらえ方が，デザインに関わる組織成員間のコミュニケーションにど
のような影響を及ぼすのかをみていく．
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　また，デザインに関わる組織構造は，製品開発活動の統合や分化の度合い
に関わるものである．一般に，組織的な統合度合いが高ければ，部門間の調
整は効率化されるとともに，製品開発に関わる組織成員間の知識の統合もよ
り効果的に行われるようになる（LawrenceandLorsch,１967）．一方，その
ような組織のもとで技術部門の権限が強い場合は，デザイン部門の能力は制
限される恐れがある（Oakley,１98４,１986;BlaichandBlaich,１992;森永，
2００５a,2０１０）．つまり，デザインに関わる組織構造の統合と分化の度合いは，
組織成員間のコミュニケーションのパターンに影響を及ぼすものと考えられ
る．そのため，どのようなタイプの組織構造が，デザイン開発に関わる組織
成員間のコミュニケーションをいかに規定するのかをより詳細に検討する必
要があろう．
　そして，製品開発プロセスに対するデザイン部門の関与の仕方については，
製品開発プロセスの早期の段階から，デザイン部門を「ゲートキーパー」
「触媒者」「統合者」として一貫して関与させる重要性が指摘されてきた
（BailettiandGuild,１99１;WalshandRoy,１98５;Lorenz,１99０）．このような
デザイン部門の関与の仕方は，特に，デザイン部門と他部門との間の部門間
調整のあり方に重要な影響を及ぼすと考えられる．
　最後に，デザイン開発活動は，戦略，組織構造，部門間関係，意思決定の
仕組みなど，さまざまな組織的コンテクストのもとで行われることを考慮す
ると，以上で挙げた組織的要因は，それらが複雑に絡み合って，デザインに
関わる組織成員間のコミュニケーションに影響を及ぼすものと考えられる．
したがって，本稿では，組織的要因間の関係を複合的にとらえることで，そ
れらの組織的要因が組織成員間のコミュニケーションのパターンをいかに規
定するのかを分析していく．
3 　事　例
　以下では，三洋電機株式会社（以下，三洋電機）の事例をとりあげ，三洋
電機におけるデザインに関わる組織やマネジメントの変遷をみていく6）．本
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事例を選択した理由は，本事例が本稿の問題意識と合致しているからである．
三洋電機は，2００５年から2００7年にかけて，デザインに関わる組織体制の変革
に着手した．このデザイン組織の変革は，三洋電機のデザインを一新させ，
高い業績を達成する製品を生み出した．そこで本研究では，三洋電機におけ
る組織変革前後で，全社の中でのデザイン部門の位置づけや組織構造がどの
ように変化したのか，それに伴い，デザイン開発プロセスの進め方がどのよ
うに変化したのかを中心にみていく．これらの検討を行うことで，デザイン
の成果を規定する組織的諸要因やその背後にある論理・メカニズムをより特
定しやすくなると考える．
　本事例の記述は，三洋電機のデザイン部門長・管理者に対するインタ
ビュー7）による一次資料と，三洋電機のデザイン活動に関わる雑誌記事，
文献，講演記録等の二次資料にもとづく．インタビュー調査は，分析枠組み
にもとづき，事実発見型の半構造化インタビューで行い，主に，組織構造と
開発プロセスを中心としながら，既存研究では着目されてこなかった新たな
変数の抽出にも注力した．
3．１　2００５年以前のデザインに関わる組織体制
　従来より，三洋電機では，事業部制組織を採用する中で，本社にデザイン
統括組織8）を配置するとともに各事業部門がそれぞれのデザイン部門を抱
えるという体制を続けてきた．本社のデザイン組織は，主に，先行モデルの
開発や CI の確立など，全社戦略や事業戦略と連動した機能を果たしながら，
各事業部門のサポートを行う機能を担うこととされていた．一方，個々の製
品のデザインは各事業部門のデザイン部門が担当しており，本社のデザイン
組織が各事業部門のデザイン開発を強く管理することはなかった9）．この時
期の事業部門におけるデザイン部門の役割は，主に，予め設定された製品コ
ンセプトをもとに，それを具体的な製品の外形に具現化するという範囲に限
定されることが多かった．
　2００１年，三洋電機では企業規模や事業規模の拡大に伴い，事業部門のカン
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パニー化を推し進める一方で，本社部門の縮小を図り，多くの生産部門も分
社させた．この流れに従い，デザイン部門も社外に分社され，三洋デザイン
センターという名称のもと，子会社として独り立ちを求められることとなっ
た．三洋デザインセンターは，このデザイン部門の分社化によってデザイン
組織を一元化することで，デザイン業務の効率化を図るとともに，「SANYO
ブランド」製品のデザイン強化を図ろうとした．ところが，その分社化によ
る成果はあまり達成されることはなかった１０）．当時，三洋電機では，全体で
約１8０名のデザイナーを抱えていた．ところが，そのうち分社した三洋デザ
インセンターのスタッフは，わずか26名であった．つまり，子会社に移行し
たデザイナーはもともと総合デザインセンターに所属していた本社の26名の
みで，各事業部門に所属していた他のデザイナーは事業部門に所属したまま
となっていたのである．
　当時の三洋電機では，「洗剤のいらない洗濯機」　「ターンテーブルのいら
ない電子レンジ」　「骨伝導で音が伝わる電話機」など，新技術によって特徴
あるヒット製品を生み出し，他の多くの家電メーカーが赤字を出す中で数
百億円もの営業利益を出していた．しかもそれらの製品は，三洋電機独自の
新技術と，それらの技術や機能をわかりやすい形に表現するデザインが一体
となってヒットしたものであった１１）．つまり，事業部門内に，企画，マーケ
ティング，営業，研究開発，製造・生産，そしてデザインが備わっており，
それらの連携が密に行われることでヒット製品が効率よく生み出されていた
のである．したがって，現体制で成果を出している事業部門はデザイン部門
を手放さそうとはせず，事業部門の遠心力がますます強まっていた．さらに，
三洋デザインセンターも分社独立した以上は，プロフィット・センターとし
て売り上げをあげなければならない立場におかれ，短期的な収益に気を取ら
れ，全社的利益という視点で求心力を発揮することができなかった１2）．
　この体制下では，各事業部門が自部門内のデザイナーの人件費を負担して
いたため，デザイナーの人事権をその事業部門長が握っていた．そのため，
三洋電機全体としてのデザイナーの人事流動性は極めて低くなるとともに，
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事業部門間の壁は高くなり，デザイン部門は一元化されるどころか細分化が
促進されていった．そのため，製品開発全体に責任を負う事業部門長によっ
てデザイン部門の活用の仕方が異なり，同じ三洋電機の製品であっても，大
きく異なるデザインの特徴を有した製品が市場に出るという状況となった．
つまり，三洋電機全体でみた場合，バラバラのデザインの特徴を有した製品
が作られていた．
　また，事業部門のデザイナーは，先進的なデザイン開発をしにくい状況に
陥っていた．従来より，三洋電機の事業部門では営業担当者や製造担当者な
どの意見が比較的強く，デザイナーは製品開発において受動的に関与する傾
向が強くなっていた．また，事業部門のデザイナーはルーティンの製品開発
業務に追われて，先行的なデザイン開発に労力を費やすことができなくなっ
ていた．さらに，事業部門のデザイナーは，内部の事情に精通し過ぎている
ため，自ずと限度をわきまえるようになっていた．
　このようにして三洋電機のデザインは，「品が無い」「デザインがバラバ
図 1　三洋電機のデザインに関わる組織体制（2001年10月時）
出典：『日経デザイン』2002年 6 月号，p.73より作成
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ラ」「ごちゃごちゃしている」「ダサい」「安っぽい」「インテリアにあわな
い」といった社外からの厳しい評価を受けるようになっていった１3）．
3．2 　2００５年以降のデザインに関わる組織体制
　（ １）デザイン部門の機能の拡充
　三洋電機のデザインに関わる組織が大きく変革されるのは，2００５年から
2００7年にかけての時期である．2００５年，三洋電機は，社外取締役として招き
入れた野中ともよ氏を会長・CEO に就任させた．そして，この野中氏のも
とで，経営改革が推し進められ，それに伴い，デザイン部門の組織体制が大
きく改変されていく．
　2００５年 7 月，野中氏は「ThinkGAIA」という新しいブランド・ビジョン
を掲げた１４）．そして，ThinkGAIAのブランド・ビジョンを具現化させる形
でデザイン・アイデンティティが策定され，全社戦略とデザインが密に連動
することが図られた．ThinkGAIA にもとづいて開発される製品は「TG商
品」と呼ばれたが，野中氏は，デザイン部門にこのTG商品を企画・提案す
ることを求めたり，各事業部門から上がってきた製品企画の中でTG商品に
相応しい製品のデザイン・プロデュースを行うことを求めた．
　三洋電機は，以上の活動を推進していくうえで，デザインの機能や領域を
大きく拡充させていった．この時期には，デザインを起点とした新しい製品
開発アプローチを推進することを図り，デザイン部門が製品の企画やコンセ
プト自体を立案する機能まで担うようになった．
　また，デザインは三洋電機の提供する価値を消費者や社会にわかりやすく
伝達するものとしてとらえられ，企業全体のブランド力を向上・強化させる
ための機能として位置づけられることとなった．そのため，製品だけに留ま
らず，ロゴ等のビジュアル CI，製品パッケージ，広告・販売促進ツール，
企業・商品パンフレット，経営陣による発表資料など，製品のデザインと連
動したビジュアル・イメージをデザイン部門がトータルでプロデュースする
ことで，デザインによって顧客接点の強化に寄与することも図った．
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　このように三洋電機では，デザイン部門を製品開発活動の川上から川下ま
で一貫して関与させる進め方を推進し，デザインを企業ブランドの構築にお
いて重要な役割を果たすものとして位置づけるなど，デザインの機能・領域
を大きく拡充させていった．
　（ 2）デザイン部門の一元化
　三洋電機では，以上のようなデザインの領域・機能の拡大に伴い，それを
実現するための組織体制作りにも着手した．
　最初に取り掛かったのが，デザイン部門の一元化である．2００５年以前，三
洋電機のデザイン部門は，各事業部門に分散して帰属し，社内に全部で１6も
のデザイン組織があった．これに対して，2００５年にブランド本部生活研究ユ
ニットを本社に設置し，2００7年 ４ 月にそれをブランド本部アドバンストデザ
インセンターとして，全社のデザイン部門を本社組織として一元化させた．
ここでは，それまで各事業部門に所属していた多くのデザイナーを本社ス
タッフとしてアドバンストデザインセンター所属とした．アドバンストデザ
インセンターは， 3 つの本社組織と ５ つの事業部門に対応する組織で構成
された（図 2）．
　これらの各部門に所属するすべてのデザイナーは，組織図上はすべて本社
スタッフとしてアドバンストデザインセンターに所属している．一方，デジ
タルシステム・デザイン部，コマーシャル・デザイン部，モバイルエナ
ジー・デザイン部，アクア・デザイン部，コンシューマエレクトロニクス・
デザイン部という，事業部門に対応した ５つの部門のデザイナーは，本社所
属のまま物理的には各事業部門で通常の業務に従事する形態を採った．つま
りここでは，デザイナーが本社から各事業部門へ派遣され，そこに駐在して
デザイン開発に取り掛かるという体制とした．
　三洋電機がこのような体制を採ったのは，全社のデザイナーを物理的にも
事業部門から切り離して本社に配置すると，デザイン部門を事業部門に置く
ことでこれまで生み出してきたメリットを損なってしまうと考えたからであ
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る．事業部門では，デザイナーが，営業，企画，マーケティング，製造・生
産部門の各担当者と日頃から緊密に連携し，製品開発活動において高い効率
性を発揮することができる．また，事業部門は本社より顧客や市場に近い立
場にあるため，デザイナーが事業部門から離れると，顧客や市場に関するタ
イムリーで生の情報から隔絶されてしまい，その分，市場にフィットしたデ
ザインを開発することが難しくなる．
　一方，三洋電機では，アドバンストデザインセンターの中のアドバンスト
デザイン部に配置されたスタッフが，各事業部に対して先行デザインの開発
を提案し，事業部門のデザイナーと共同で開発していく方式を導入した．上
述した通り，従来の事業部制のもとでは，デザイナーはルーティンの業務に
追われて，先行デザインの開発に労力を費やすことができなくなっていたり，
比較的権限の強い販売や製造部門に対して受動的になっていた．それに対し
て，本社のデザイナーが事業部門のデザイナーに代わって先行デザインを提
案することで，従来の事業部門における製品開発活動の効率性を落とすこと
図 2　三洋電機：アドバンストデザインセンター組織図
出所：三洋電機株式会社・アドバンストデザインセンター『SANYO DESIGN 概要』資料より作成
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なく，先行デザインを開発することが可能となった．同時に，本社のデザイ
ナーが提案した先行デザインの開発には，事業部門のデザイナーも加わって
共同で当たることで，事業部門のデザイナーにも先行デザインへの意識づけ
をすることが可能となった．
　このような本社のデザイナーによる先行デザインの提案により，各事業部
門の中で先行デザインを開発していく仕組みができるとともに，本社のデザ
イナーと事業部門のデザイナーが日頃から協力する機会が生まれ，エネルー
プ・ユニバースをはじめデザイン主導で開発される製品が増えていった．
　（ 3）部門横断によるデザイン開発の導入
　また，三洋電機では，各事業部門のデザイナーによる部門横断的なデザイ
ン開発を導入した．この取り組みでは，ある事業部門でデザイン開発を行う
際，社内の各事業部門からプロジェクトへの参加を希望するデザイナーを募
集したり，アドバンストデザインセンターから相応しいデザイナーを指名し
て集め，プロジェクトチームをつくって進めていく．
　例えば，2００7年 9 月に発売した掃除機「エアシス」の開発では，開発当初，
さまざまな事業部門と本社から総勢１０名のデザイナーがプロジェクトに参加
した．しかも，従来から掃除機の開発に携わってきた １名を除き，他はそれ
まで掃除機に携わったことのないデザイナーである．掃除機に関する技術的
な知識がまったくないデザイナーと事業部門の技術担当者のやりとりには多
くの時間や労力がかけられたが，完成したデザインは，従来の丸みを強調し
たフォルムとは一線を画す斬新なものとなった１５）．空気清浄機能が備わり，
室内の床だけでなく空間全体を浄化するという新しいコンセプトが，製品の
外形にも巧みに表現されるものであった．例えば，技術者からの「浄化され
た空気を床の埃を舞い上げることなく静かに排気させるため，排気口の面積
を広くとりたい」という要望に対し，デザイナーは，パンチングメタルに覆
われた排気口を掃除機の側面全体に設けるという，掃除機の常識では考えも
つかなかったアイデアを出して解決した１6）．
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　長年にわたって事業部制を採用してきた三洋電機では，それまで異なる事
業部門に所属するデザイナーが一緒にデザイン開発に着手するということは
なく，デザイナー同士の部門を超えた交流も一切なかった．このような新し
いデザイン開発の進め方は，社内で「クロス・アサイン」と呼ばれた．この
クロス・アサインにより，各事業部から集められたさまざまなタイプのデザ
イナーの組み合わせで製品開発を行うことが可能となった．
　また，本社のアドバンストデザインセンターのデザイナーと各事業部門の
デザイナーの連携も強化された．全社で統一したデザイン・アイデンティ
ティを確立して明文化したとはいえ，個々のデザイナーによって解釈は異
なってくる恐れがある．そのため，アドバンストデザインセンターのデザイ
ナーと各事業部門のデザイナーが日頃から業務を一緒に行うようにすること
で，情報の流れをスムーズにするとともに，「三洋らしいデザイン」に対す
る言語を超えた共通の理解を生み出し，全社の製品に反映しやすくした．
　三洋電機では，上述の通り，ほとんどのデザイナーを本社のアドバンスト
デザインセンター所属とする一方で，物理的には各事業部門に配置した．そ
して，この事業部門に配置されたデザイナーの人件費は，従来と同じように
事業部の予算から支払われることとした．一方，各デザイナーの組織図上の
所属は本社であるため，デザイナーの人事権は本社のアドバンストデザイン
センターが握る体制とした．このように，予算は事業部が負担する一方で，
人事権はアドバンストデザインセンターがもつことで，クロス・アサインな
どでデザイナーの配置を流動的に行えるようにするとともに，全社的に重要
なプロジェクトに対しては重点的にデザイナーを投入するなど，全社的なデ
ザイン戦略に合致した資源配分を行えるようになった．
　（ ４）デザイン・ディレクターの設置
　三洋電機では，以上の組織構造や製品開発プロセスの進め方の変更に加え，
各製品開発プロジェクトに，「デザイン・ディレクター」というスタッフを
設置した．このデザイン・ディレクター制度は，製品開発活動においてデザ
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イナーの能力をフルに活用したり，デザインのコンセプトや方向性を定め，
製品開発プロセスにおいてそれを一貫して進行していくために設けられたも
のである．デザイン・ディレクターは，その都度プロジェクトごとにアドバ
ンストデザインセンターによって任命される．
　三洋電機では，従来より，事業部門長が製品開発や組織のマネジメントに
おいて強力な権限をもっていた．事業部門長は，主に，営業職や技術職から
選抜されることが多いが，すべての事業部門長が必ずデザインに精通してい
たり，デザインに高い理解や意識を有しているとは限らない．そのため，デ
ザイン・ディレクターに権限を与えてデザイン開発に関わるマネジメントを
任せ，デザイン・ディレクターと事業部門長が対等な立場で製品開発を遂行
する仕組みとした．これによって，事業部門長個人の決定によってデザイン
が変更されたり，否定されることを防ぐとともに，デザインを重視した製品
開発を進められるようにした．
4 　ディスカッション
４．１ 　デザイン部門の独立性と主体性
　事例から得られる １つ目の重要な発見事実は，デザイン部門の独立性や主
体性が，先進性・革新性の高いデザインや統一されたデザインの創出にポジ
ティブな影響を及ぼすということである．この結果は，Oakley（１98４,
１986），BlaichandBlaich（１992），森永（2００５,2０１０）の主張とも整合する
ものである．
　一般に，事業部制組織は １ つの企業のような自己充足的な機能を果たす
（Galbraith,１973,2００2）．そして，この事業部制組織の重要な機能は，組織
成員の視点と努力を事業の業績と成果に集中させることであり，それゆえ
「目標による管理」が有効となる（Drucker,１9５４）．このような目標による
管理に優れた事業部制組織では，事業部単体の短期的な利益や効率性を重要
視する傾向が強まる（Chandler,１962）．つまり，事業部制組織自体に短期
的な目標を追求する力やメカニズムが内包されていると言えよう．
現代経営経済研究　2013年 第3巻 第2号.indb   41 2014/07/29   14:19:33
現代経営経済研究　第 3巻第 2号42
　一方，先進的・革新的なデザインの開発は，場合によっては生産ラインの
大幅な変更やコスト増を招くため，事業部制組織が求める短期的志向とは相
反する要素となる．そのため，デザイン部門が事業部門に帰属する組織体制
では，デザイン部門の能力を発揮しづらくなり，先進性・革新性の高いデザ
インを追及することは困難になるものと考えられる．また，それぞれの事業
部門は，自己充足性ゆえに １つの企業の中で別々の企業のように機能するた
め，デザイン開発も各々の事業部門の事情に応じて進められることとなる．
したがって，企業全体でみた場合，それぞれの事業部門によって生み出され
るデザインの特徴はバラバラとなる恐れがあり，デザインの統一性を図って
いくことも困難となる．
　三洋電機では，以上のような事業部門の問題が発生していたため，デザイ
ン部門がその能力を先行デザインの開発等に投入することができなくなって
いた．そして，デザイン部門を事業部門から分離し，それを本社で一元化す
ることで，デザイン部門が製品開発プロセスに主体的に関与することが可能
となった．
　しかしながら，ここでより重要なのは，単にデザイン部門の分化を推し進
めるだけでは，デザイン部門と他部門のコミュニケーション・パターンを変
えるには不十分ということである．事例を振り返ると，三洋電機では，経営
トップの交代により，全社戦略においてデザイン戦略の位置づけが明確に示
され，それに併せて組織構造の改変が実行された．また，本社のアドバンス
トデザインセンターが人事権を掌握することで，全社的なデザイン戦略に合
致した資源の配分が可能となった．全社戦略とデザイン戦略の間に整合性が
生まれ，それに応じた組織構造や人事の仕組みなどが設定されることで，デ
ザイン部門の独立性や主体性が確保されたのである．このように，製品開発
プロセスにおいて，デザイン部門が他部門に対して主体的に関与するコミュ
ニケーション・パターンを生み出すためには，分化された組織構造の設計だ
けでなく，その組織構造の効果的な機能を担保する何らかの制度や組織的工
夫が必要であることが示唆される．
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４．2 　デザイン開発に関わる組織の分化と統合
　 2つ目の重要な発見事実は，デザイン部門の分化を推し進めることがデザ
インの先進性・革新性及び統一性の創出にポジティブな影響を及ぼす一方で，
製品開発全体の統合を阻害する危険があるということである．事業部制組織
は，その自己充足性ゆえに，市場やユーザーに関する生きた情報を迅速にデ
ザイン開発に反映させるうえで有効に機能する．そして，ユーザーに関する
知識や情報を迅速にデザイン開発に反映させることは，優れたデザインを創
出するうえでの重要な要件とされている（LojaconoandZaccai,2００４）．し
かしながら，デザイン部門が事業部門から分離している場合，このような重
要な情報をデザイン部門に伝達させて処理させるには，多大なコストがか
かってしまい，製品開発の効率性を著しく落とす危険がある．デザイン部門
の主体性や独立性を志向する一方で，製品開発活動全体の効率性が大きく損
なわれては，本末転倒の結果となってしまう．
　三洋電機では，全社のデザイナーを本社のアドバンストデザインセンター
所属としながら，事業部門のデザイン開発に関わるデザイナーは，物理的に
は従来通り事業部門に配置することで，部門間調整の効率性を落とさずに済
ませた．そして，デザイナーが従来通り事業部門で業務に携わる一方で，ア
ドバンストデザインセンターのデザイナーが先行デザインの開発と提案を行
う体制とした．また，事業部門長と対等の権限を有するデザイン・ディレク
ターを設置することで，デザイン開発をデザイン部門主導で管理することも
可能にした．
　LawrenceandLorsch（１967）は，組織の分化と統合をバランスよく実施
できている企業ほど，高い業績をあげていることを示すとともに，そのよう
な組織化は，分化と統合の問題を解決する管理者を育成する人的資源問題や
組織の権限関係にも関係していることを指摘している．デザイン部門の独立
性と主体性を確保するうえで，デザイン部門の分化を推し進めることは不可
欠であるが，分化によって組織の自己充足性がもたらすメリットを損なわな
いよう，分化と統合を高いレベルでバランスさせるための包括的な制度や組
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織的仕組みを設計することが必要である．
４．3　デザイン部門内の相互作用
　 3 つ目の重要な発見事実は，デザイナー同士の多様なコミュニケーショ
ン・パターンを生み出すことが，先進性・革新性の高いデザインや統一され
たデザインの創出にポジティブな影響を及ぼす可能性がある，ということで
ある．事例を振り返ると，デザイナー間のコミュニケーションとして，デザ
イン部門内における 2つのパターンを見出すことができる．
　 １つ目のパターンは，異なる事業部門に配置されているデザイナーの間に
おけるコミュニケーションである．三洋電機では，社内のある事業部門にお
いてデザイン開発のプロジェクトを実施する際，「クロス・アサイン」と呼
ばれる，部門横断的な連携が行われた．
　Dumas（１99５）や Utterbacketal.（2００6）が指摘するように，デザイン
活動は多種多様な知識を複雑に交織させながら問題を解決していく活動であ
る．このように，デザイン活動は知識と密接な関係を有すると言えるが，複
数のデザイナーによって進められる組織的なデザイン活動を通じて先進的・
革新的なデザインを創出するためには，相互に知識・情報を活発に移転・統
合するプロセスが必要となる．なぜなら，新しい知識は，既存の知識同士を
結合することによって生まれ（NonakaandTakeuchi,１99５），そのような知
識は多様であったり，相互に関連が薄いことが望ましいからである（Finke,
WardandSmith,１992;Merryl,WilkenfeldandWard,2００１）．
　以上のように，異なる事業のバックグラウンドを有する多様なデザイナー
が相互に連携し合うことは，異なる製品分野に関する多様な知識の交織を促
し，先進的・革新的なデザインを創出する可能性を高めるものと考えられる．
また，複数の事業部門のデザイナーが日頃から緊密に相互作用することは，
事業部門の壁を超えてデザイン・アイデンティティに対する理解が広まるこ
とにつながり，統一されたデザインの創出も促すと考えられる．そして，こ
のような多様な連携が可能となったのは，アドバンストデザインセンターが，
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デザイン戦略に合わせた人事配置を行う権限を有したためである．このよう
に，デザイン開発に関わる組織成員の高い人事流動性や重点的かつ戦略的な
人員配置と，それを担保する組織的な制度の重要性が示唆される．
　 2つ目のパターンは，本社のデザイナーと各事業部門のデザイナーの間で
のコミュニケーションである．三洋電機では，本社のアドバンストデザイン
センターのデザイナーが，先行デザインの提案を各事業部門に対して積極的
に行い，それを本社のデザイナーと事業部門のデザイナーが連携して開発す
る方法を導入した．上述した通り，短期的な目標を志向する傾向が強まる事
業部制組織では，デザインの先行開発のような活動は事業部門の重要な目標
と相反するため行いにくくなる．そのため，代わりに本社のデザイナーが先
行デザインを提案することには一定の成果が望める．
　また，三洋電機では，本社のデザイナーが各事業部門のデザイナーと共同
でデザイン開発を行うことで，全社的なデザイン戦略やデザイン・アイデン
ティティを各事業部門でのデザイン開発に浸透させることが可能となった．
デザインは，その内容をすべて言語によって表現することが困難であるため，
明確なデザイン・ポリシーやアイデンティティを明文化して伝えても，それ
を受け取るデザイナーによってバラバラの解釈や理解をする危険がある．そ
のような中で，全社戦略にもとづいてデザイン戦略を策定する本社デザイ
ナーが，日頃から事業部門におけるデザイン開発に積極的に関与することは，
全社としてのデザインの特徴をコントロールすることにつながり，結果とし
て全社的に統一されたデザインの創出を可能にするものと考えられる．そし
て，このような本社のデザイナーによる積極的な関与は，デザイン部門の主
体性や独立性によって可能となったのであり，ここからもデザイン部門の分
化の必要性が示唆される．
結　言
　本稿では，三洋電機におけるデザインに関わる組織の変革事例を通じて，
先進性・革新性の高いデザインや統一されたデザインを創出するための組織
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的要件を特定してきた．その中で，本稿が明らかにしたのは，主に以下の 3
点である．
　 １つ目は，デザイン部門の分化による独立性や主体性が，先進性・革新性
の高いデザインや統一されたデザインの創出にポジティブな影響を及ぼす可
能性があることである．そして，このデザイン部門の主体性や独立性は，組
織構造の設計だけでなく，それを担保する制度的仕組みや組織的工夫を必要
とすることを示唆した．
　 2つ目は，デザイン部門の分化は，デザインの先進性・革新性・統一性に
はポジティブな影響を及ぼす一方で，製品開発活動の効率性にネガティブな
影響を及ぼす可能性があることである．ここでは，組織の分化と統合（Law-
renceandLorsch,１967）に関わるジレンマを孕んでおり，分化と統合を高
いレベルでバランスさせる組織的仕組みが必要であることを示唆した．
　 3つ目は，部門横断的な多様なデザイナー同士のコミュニケーションが，
デザインの先進性・革新性・統一性にポジティブな影響を及ぼす可能性があ
ることである．ルーチンの製品開発活動の効率性を落とすことなく，流動的
なデザイナーの配置を行うことが有効であるという示唆が得られた．
　一方，本稿では，既存研究成果の検討と事例分析を通じて，デザインの成
果に影響を及ぼす組織的要因を導出したが，その妥当性や適用範囲について
は十分解明することができていない．例えば，同じ総合家電メーカーである
パナソニックも，三洋電機と同様にデザイン部門の集約化を行っている．ま
た東芝は，従来よりデザインセンターを設置し，事業部門から物理的に離れ
た環境でデザイン開発を行っている．さらにシャープでは，伝統的に事業部
制の体制下でデザイン開発を行ってきている．そのため，本稿で特定した組
織的要因とデザイン成果の関係が，他の事例にも当てはまるのか，あるいは
当てはまらないのか，それはどのような要因によるのか，などを明らかにす
る必要があろう．また，本稿で抽出した分析枠組みにもとづいた調査を行い，
統計的な分析によって実証する必要もある．
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注
１ ）　本研究は，JSPS 科学研究費（若手研究（B），課題番号：2４73０33５）の助
成を受けたものである．
2）　本研究における「デザイン」とは，主に製品デザインであり，アイデアや
コンセプトの創出と，その具現化を行う一連の活動及びその成果物を指すも
のとする．また，デザインの「先進性」や「革新性」とは，新たなコンセプ
トの創出やその表現を実現したり，他社とは明確な違いを表現するもので，
新たなユーザーや市場を創出するようなデザインを指す．
3）　「統一されたデザイン」とは，全社の製品に共通のデザインの特徴（アイ
デンティティ，トーン＆マナー等）が浸透しており，全体としてみたとき，
統一性があることを指す．
４）　デザイン・マネジメント研究とは，特定の理論体系ではなく，デザインの
開発に関わる企業活動をいかにマネジメントするか，という点に着眼した研
究群を指す（森永，2００５b）．
５）　その他，RoyandPotter（１988），Olson,SlaterandCooper（2０００）など
も，デザイン部門と他部門（販売・マーケティング・研究開発・製造・生産
等）との部門間関係がデザイン・アウトプットに影響を及ぼすとしている．
また，KotlerandRath（１98４），Veryzer（2００５），BruceandDaly（2００7）
は，部門間調整の中でも特に，デザイン部門とマーケティング部門の間での
緊密な協働が求められるとしている．
6）　三洋電機は，2０１１年 ４ 月 １ 日に株式交換によりパナソニック株式会社（以
下，パナソニック）の完全子会社となっている．しかしながら，2００５年から
2００7年にかけて実施されたデザイン組織の改変は，発売後に好業績を続けた
掃除機「エアシス」や，充電池としては異例のヒットとなった「エネルー
プ」関連ブランドを生み出した．特に「エネループ」関連製品は，パナソ
ニックの子会社になった以後もブランドが継続されている．また，三洋電機
では，デザイン組織の変革以後，デザイン賞の受賞も増えた．三洋電機の
グッドデザイン賞の受賞率（応募数に対する受賞数の割合）は，2００6年に
6４.０％，2００7年に67.7％，2００8年に72.０％と，年々上昇していった．また，
2００6年にはエネループがグッドデザイン賞金賞，2００7年にはエネループ・ユ
ニバースがグッドデザイン賞大賞を受賞するとともに，ヨーロッパの iFDe-
signAward では，2００8年から2０１０年まで，エネループ関連の製品 9 個が受
賞するなど（2００9年には金賞を受賞），外部からもデザインに対して非常に
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高い評価を獲得するようになった．これらの製品は，デザイン組織の変革に
おいてデザイン部門が深く関与することで生み出され，ヒットした製品であ
る．また，組織変革を実施した以後の2００7年には， 3期振りの黒字決算を達
成した．以上から，三洋電機におけるデザイン組織の変革は，優れたデザイ
ンを創出するうえで一定の成果をあげた事例として位置づけることが可能と
考えられる．
7）　インタビューは，2０１１年 2 月に行い，三洋電機のデザイン部門長に対して，
2時間3０分実施した．
8）　三洋電機における本社のデザイン組織は，１978年に総合デザインセンター，
１982年にはデザイン本部，１99０年にはデザインセンター，１992年には総合デ
ザイン部という名称に移行されていった．
9）　『日経デザイン』2００2年 6 月号，p.72.
１０）　『日経デザイン』2００2年 6 月号，p.72.
１１）　『日経デザイン』2００2年 6 月号，p.73.
１2）　『日経デザイン』2００2年 6 月号，p.73.
１3）　三洋電機株式会社アドバンストデザインセンター『SANYODESIGNブラ
ンド創りに活かすデザイン・マネージメント―eneloopuniverse のブラン
ディング』
１４）　ThinkGAIA とは，「地球と命のために必要な製品づくりをする」という
考え方で，三洋電機が保有する技術を使い，美しい地球環境を後世に残すと
ともに，人々が生きる喜びを感じるためのモノづくりを行うというものであ
る．具体的には，「地球環境問題へのチャレンジ」，「クリーンエネルギーの
創出」，「地球と共生する生活の提案」という 3つの領域のもとで製品開発が
展開されることとなった．なお，野中氏が掲げたThinkGAIAのブランド・
ビジョンは，パナソニックの完全子会社が決定した以後の2０１０年 ４ 月１０日に
取り止められている．しかしながら，このブランド・ビジョンにもとづいた
組織変革やデザイン開発を通じて，「エアシス」や「エネループ」関連ブラ
ンド等の業績回復に貢献する製品が生み出されたことから，一定の役割を果
たしたものと考えられる．
１５）　『日経デザイン』2００５年 9 月号，p.４8.
１6）　『日経デザイン』2００５年 9 月号，p.４9.
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